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三角貿易とイギリス製鉄業資本

Triangular　Trade　and　Capital　of　British　Iron　Industry
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三角貿易と製鉄業の蓄積構造

結　　　語

1　問題の所在

　マルクスは貨幣の資本への転化に関する箇所でコルベール時代のフラソスやかつてのドイツ諸邦の

「特権会社」ないしは「独占会社」に言及し、次のような指摘をした。すなわち、「個々の貨幣＝ま

たは商品所有者が資本家になりあがるために自由にせねぽならぬ価値額の最小限は、資本制的生産の

発展段階が相異なれぽ変化し、また与えられた発展段階にあっても生産部面が相異なれぽ、それらの

部面の特殊的な技術的諸条件に応じて相異なる。特定の生産諸部面は、すでに資本制的生産の初期に

おいてさえ、個々の個人の手にはまだ現存しないような資本の最小限を必要とする」1）、と。この点に

関しては近代イギリス製鉄業についても同様のことが指摘しうるであろう。15世紀の末に大陸から高

炉（blast　furnace）が導入されて以来、イギリス製鉄業が大規模経営に移行したことは周知の事実で

あるが、その大規模性のゆえに製鉄業ではかなり初期の段階から製鉄所の諸設備は地主以外のもので

はもつことのでぎないほどの資金量を必要とした2）。たとえぽ1683年にディーソ森林地帯で年間産出

量1，200トソの製銑能力をもった最新型の溶鉱炉1基と鍛鉄所（forge）2基のほか、労働者用の住宅

およびその他の付属設備を建設するのには約1，000ポンドの費用が必要であると見積られ、こうした

製鉄所の多くが地方の地主やジェソトルマン層によって出資されたのであった3）。上記のような固定

資本部分たる作業場設備だけで約1，000ポソドを要したのであるから、これに製鉄所を操業させてい

くのに要する流動資本部分を加えるならば、製鉄所を経営するのに必要とされる資金量はおそらく数

千ポソドにものぼったであろう。さらに産業革命がまさに進行しつつあった1800年頃には巨大な製鉄

所の資本金額はおよそ10万ポソドにまで達し4）、製鉄業においては他の産業と比較してかなりの大資

本が必要とされたことがうかがわれる。
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　ところで、市民革命以降それまで製鉄所の所有者であり、かつまた経営者でもあった地主は事業の

不安定性のゆえにしだいにその経営から遠ざかり、製鉄所の設備一式を賃貸に出してみずからは地代

取得者となるケースが多くなった。そのような製鉄所を賃借経営したのがいわゆる製鉄業者（iron・

master）であったわけであるが、それではいったい彼らはその巨額の経営資金をどのようにして手に

入れたのであろうか。かつてヒートン（H．Heaton）が産業革命期の資本や資本家の問題に関する従

来の研究上の軽視に対して批判を加え、みずからその開拓的研究5）を発表して以来、欧米でも日本で

も個別企業経営史の研究が進展し、産業革命期に個別資本がいかに発生し、いかに成長していったか

がしだいに明らかにされつつある。本稿の課題はそれら個別経営史的研究の成果をふまえたうえで、

近代イギリス製鉄業の資本がいかに調達され、そしてその調達された資本がいかに蓄積されたかにつ

いて、きわめて不十分ではあるが一定の見通しを得ることにある。それゆえ本稿では18世紀イギリス

製鉄業における資本形成の問題を、長期資金調達形態と資本の蓄積構造の両側面から考察していくこ

ととする。そしてこの時期の資本の蓄積構造を明らかにすることは、同時に本源的蓄積の秘密をさぐ

ることでもある。資本の本源的蓄積は「本格的な産業資本（近代的工業）が全面的に成立する段階の

以前において、資本がその存在基盤（プロレタリアート、原料資源、生産設備、資金調達機構、販売

市場など）を充分に保障されないために自分自身を確立することができない状況のもとで、その存在

基盤そのものを人為的に、権力手段を用いてつくり出す過程」6）である。もとより本源的蓄積におい

ては農民からの土地収奪が全過程の基礎をなすのであるが、その他にマルクスは本源的蓄積の主要な

諸契機としてアメリカにおける金銀産地の発見、土着民の絶滅・奴隷化・および鉱山への埋没、東イ

ソドにおける征服と掠奪の開始、アフリカの商業的黒人狩猟場化等をあげ、イギリスではこれらの諸

契機が17世紀末に植民制度、国債制度、近代的な租税制度および保護制度において体系的に総括され

たと述べている7）。とりわけ植民制度に関してマルクスは「新興マニュファクチュアにたいし植民地

は、販売市場と、市場独占によって強化された蓄積とを保証した。ヨーロッパ以外で直接に掠奪・奴

隷化・強盗殺人によって獲得された財宝が母国へ還流して、そこで資本に転化した」8）と述べ、イギリ

ス重商主義下の旧植民地体制が産業革命へ向けての資本形成に果たした役割を強調している。以下本

稿においては、まず個別製鉄所がいかなる源泉からその経営資金を調達したかについて概観したの

ち、三角貿易や旧植民地体制がいかに近代イギリス製鉄業の資本形成に貢献したかを、若干の事例を

あげつつ考察していこうと思う。

U　長期資金調達形態

　前述したように市民革命以降それまで製鉄所の所有者であり、かつまた経営者でもあった地主はし

だいにその直接経営から遠ざかり、土地や作業場等設備一式を賃貸に出すようになった。地主が危険

負担の大きい直接経営を敬遠して賃貸物件の評価額の5％程度の賃貸料でそれらを貸し出したのであ

ったが、この作業場賃貸借制による製鉄所経営は西部ミッドラソドをはじめイギリス各地において広

範に看取される経営形態であった。このような作業場賃貸借制がいわぽ現物形態による固定資本部分
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の金融形態、すなわち地主による長期工業金融にほかならなかったことは、大河内暁男氏の業績によ

ってすでに明らかにされてきたところである9）。もっともこの時期の固定資本間題に言及したポラー

ドは、流動資本に対する固定資本の大きさはしぼしば過大視されすぎており、エリザベス期と18世紀

前半とでは企業の総資本中に占める固定資本部分の比率にはさして変化がなかったこと、従来より最

も固定資本を必要とした製鉄業においてさえ固定資本部分は流動資本部分よりも少なかったことを指

摘し、当時の資本調達の問題は流動資本調達の問題であったという結論に達している10）。しかしたと

え比率的には少なかったにしても、巨額な製鉄所設備が地主によって長期工業金融として賃貸された

ことの重要性は認められなけれぽならないであろう。こうした現物形態をとって地主の富が工業へ流

入し、この時期の製鉄所の経営活動を支えていたことをまず確認しておこう。

　ところで以上のように製鉄所経営を始めようとする製鉄業者にとって、固定資本部分たる製鉄所設

備はそれを購入した場合に要する資金の5％程度の賃借料で調達しえたとしても、なお彼らはこの製

鉄所を操業していくのに要するこれまた巨額の流動資本部分を今度は貨幣形態で調達しなければなら

なかった。こうした経営資金の調達方法としては、まず自己蓄積資金の再投下（ploughing　back）が

考えられるであろう。小商品生産者である鉄加工業者がしだいに資本を蓄積し、前述した作業場賃貸

借制の助けによって製鉄所経営にむかったという例は数多くみいだされる。また設立後の企業の成長

にこの自己蓄積資金の再投下がおおいに貢献したことも事実であった。この小生産者層の漸次的発展

は製鉄業者にクェーカー教徒が多かったために、非国教徒の勤勉と節約にもとつく蓄積として述べ

られる場合が多い11）。典型的な例としてグリノサイドの学校で教鞭をとりながら小さな反射炉（air

furnace）を建設し、その勤勉と節約によって資本を蓄積してやがては30万ポソド近い資産を有する

製鉄会社を築きあげていったウォーカー家（the　Walkers）の活動をあげることができるであろう12）。

たしかにこのような例でみる限り、アシュトンの指摘するごとく「産業資本はそれ自身のもっとも主

要な源泉であった」13）にちがいないが、自己…蓄積資金の再投下による資本蓄積にはおのずと限界があ

り、製鉄業におけるような巨額の資金を一挙に調達しようとするためには、必然的に他の金融形態、

借り入れ資金やパートナーシップに頼らざるをえなかった。

　従来、産業革命期を通じてイギリスの銀行業がもっぱら短期信用、商業手形の割引に徹し、長期に

わたる企業への融資に果たした役割は小さかったという見解が支配的であった。しかし近年の研究は

こうした見解に否定的であり、銀行業が工業金融に果たした役割により積極的な評価を与えている14）。

これまでボールトソ（Matthew　Boulton）やワット（James　Watt）、キャロン製鉄所（Carron　Com・

pany）等が銀行からかなりの融資を受けていたことがあきらかにされているが15）、　とくに南ウェー

ルズの製鉄業では銀行による融資が長期資金調達形態としてかなりの重要性をもっていた。時代は19

世紀にずれこむが1808年に・・一ウェン製鉄所（Hirwaun　Iron　Company）Ot工場を担保にロソドソ

の銀行Fry　and　Companyから融資を受けていたし、プリマス製鉄所（Plymouth　lronworks）の拡

張資金はブリストルの銀行によって供給された。またプリマス製鉄所とクリダック製鉄所（Clydach

Ironworks）はブレコソ銀行（Brecon　Bank）から多大な援助を受けており、1813年にプリマス製鉄
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所はこの銀行から54，000ポソドの抵当融贅を受けていたし、クリダック製鉄所は1813年から1837年の

間、同行から常時5，000～20，000ポソドの借り入れをおこなっていた16）。このような長期融資のほか、

製鉄業者が同時に銀行を経営している場合も多かった。製鉄業者が銀行業に関係をもちはじめたきっ

かけは、当時賃金等の支払いにあてる小額貨幣が不足しており、それをおぎなうために独自の代用貨

幣を発行したことによるものもあった。代表的な事例としてバーミソガムで鉄商（ironmonger）17）と

して自立したのち製鉄業へ進出し、やがてはロイズ銀行（Lloyds　Bank）の基礎となるテーラー＝・ロ

イド銀行（Taylors　and　Lloyds）を1765年に設立して自家の経営する製鉄所へ資金を融資したロイ

ド家の活動があげられる18）。このような例はコールブルックディール製鉄所（Coalbrookdale　works）

のトマス・ゴルドニー（Thomas　Goldney）やリチャード・レイノルズ（Richard　Reynolds）、南ウ

ェールズ製鉄業のクローリー家（the　Crowleys）、ウィルキソソン家（the　Wilkinsons）、ウォーカ

ー家等かなりの数がみいだされ、銀行業と工業との混合は製鉄業ではとくに普通のことであったこと

がうかがわれる19）。

　さらに個人から借金をして資金を調達する場合も含めれば、この借り入れ資金の役割はかなりの重

要性をもつこととなる。エブラ・・ム・ダービー1世（Abraham　Darby　l）はコールブルックディー

ル製鉄所の新高炉の建設に際して、ブリストルの商人ゴルドニーから製鉄所資産の半分を抵当に1，600

ポンドを借り入れた20）。1759年に8人のパートナー、4，000ポソドの資本金で設立された南ウェール

ズのダウレス製鉄所（Dowlais　Ironworks）は運転資金のほとんどを借り入れ資金に頼り、1764年に

Wyndham　Lewisから400ポソドを借り入れ、翌年にはMoses　Thomasから150ポンド、同年10月

にもEdward　Turbevilleから150ポソド、1766年にはEdward　Llewellinから200ポンド、　John

Llewellinから100ポソド、1767年にEdward　Jacobから150ポンド、　Sarah　Jenkinsから100ポソド

といったように毎年多額の借金を個人からしていた21）。

　しかし18世紀における長期資金調達形態として自己蓄積資金の再投下や借り入れ資金以上の重要性

をもつものは、やはりパートナーシップであった。イギリス産業革命期の企業形態は主としてこのパ

ートナーシップであったといわれている22）。もとよりこのパートナーシップは共同出資者がほとんど

親類や知人・友人に限られ、資本の集中形態としてはそれなりの限界があったが、資本市場が未発達

で1720年の南海泡沫事件（South　Sea　Bubble）以降自由なJoint　stock　companyの形成が阻害さ

れていた時代においては代表的な企業形態であった。

　製鉄業におけるパートナーシップに加わった人々は鉄加工業者から商人、地主まで広い階層にまた

がっていた。ウースターシャー、Halesowenの地主トーマス・リトルトソ（Sir　Thomas　Lyttelton）

が資本参加し、エドワード・ナイト（Edward　Knight）が経営したストア・パートナーシップ（Stour

Partnership）においては、リトルトソの持分比率は1726年には全体の％にまでのぼっていた23）。し

かし概して地主がこのような形で製鉄業に直接投資した例は少なく、リトルトソの場合にも事業の先

き行き不安のためにしだいに出資金を回収し、1736年にはパートナーシップから抜け出ている。地主

たちはもっぽらコンソル国債（Consols）のような安全な投資先を選んだ場合が多かったようである。
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製鉄業におけるパートナーシップで重要な役割を演じたのは商人たちであり、この商業資本の重要性

は各論者の一致して主張するところである。小生産者的発展の典型とされるダービー家のコールブル

ックディール製鉄所でさえ、新高炉の建設に際してはブリストルの商人ゴルドニーからの借り入れ資

金に頼らざるをえず、ついにはその返済困難のためにゴルドニーをパートナーに加えざるをえなかっ

た24）。ストア・パートナーシップの場合にも地主のリトルトソが抜けたあとにはバーミソガムの鉄商

人（iron－merchant）エブラ・・ム・スプーナー（Abraham　Spooner）が参入している25）。この商業資

本の重要性がとりわけ顕著にみられたのは南ウェールズの製鉄業であった。南ウェールズ製鉄業の基

礎を形づくったのはのちに詳述するようにロソドソ商人アソソニー・ベーコソ（Anthony　Bacon）で

あったが、彼の活動はすぐにロソドンやブリストルの商人の興味をひき、彼らの活発な投資活動が始

まった。1777年にベーコソはPソドンの鉄商人リチャード・クローシェイ（Richard　Crawshay）と

政府への大砲供給に関してのパートナーシップ契約を結ぶが、このクローシェイ家はその後ベーコン

のカヴァードヴァ（Cyfarthfa）の製鉄所を手に入れ、南ウェールズの巨大製鉄所を建設していくこ

ととなるのである26）。ブリストルの商人もアメリカ独立戦争の開始の時には大挙して南ウェールズの

製鉄所へ投資を始めたが、それ以前でもかなりの資金源泉の役割を果たしており、アパーカーソ鍛鉄

所（Abercarn　Forge）やカーディフ鍛鉄所（Cardiff　Forge）はブリストノレの鉄商から融資を受け、

1759年に設立されたダウレス製鉄所の資本の半分もブリストルの商人が出資していた27）。

　ベーコソ以後の南ウェールズの代表的な製鉄業者の1人、ジェレミア・ハソフレイ　（Jeremiah

Homfray）は次々と商人とのパートナーシップで製鉄所を設立していった典型的な例である28）。ベ

ーコソによってスタフォードシャーの製鉄業老である父親と他の2人の兄弟とともに南ウェールズに

呼び寄せられた・・ソフレイは、1782年にベーコソからカヴァードヴァ製鉄所を賃借した。2年後・・ソ

フレイー家はこの作業場を手放してPenydarren付近に炭坑やその他の鉱山のリースを獲得し、　Pン

ドソの鉄商人リチャード・フォアマソ（Richard　Forman）から借り入れた2，500ポンドの援助によ

って溶鉱炉を建設した。1786年ヘソリー・コート（Henry　Cort）のパドル法と圧延法を導入する鍛

鉄所を建設して企業を拡張するために、フォアマソはパートナーシップに加わるように勧誘された。

その時4人のパートナー（おそらく・・ソフレイ兄弟3人と7オアマソ）のそれぞれが1・333ポソド6

シリソグ8ペソスを出資し、フォアマソがパートナーシップに8，666ポ・ソド13シリング4ペソスを貸
　　t
し付けて総経営資金14，000ポソドをつくることが決定された。石炭や鉱山のリースは担保としてフォ

ァマソに委託され、借り入れ資金に対して5％の利子が企業の利潤から最初に分配されることが同意

された。3年後ジェレミア…　ソフレイは15マイル程離れたマンマスシャー、Ebbw　Valeの鍛鉄所

のパ＿トナーとなり、そこに新しい溶鉱炉を建設する資金を獲得するためにブリストルの代表的な商

人ジェームズ・ハーフォード（James　Harford）とパートナーシップを結成した。また1801年にはエ

ソジニアのジェームズ・バーチ（James　Birch）と共同でAbernant　Worksを建設するためにロソ

ドソの鉄商人フラソシス・タッペソダソ（Francis　TapPenden）ならびにケソトのFavershamの

銀行業老であるタッペソダンの兄弟と40，000ポソドの資本をもってパートナーシップを結成した。さ
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らに1803年には当時遊休状態にあったハーウェン溶鉱炉を稼働させるために3人のブリストルの麻織

物商人（linen　draper）や1人のマーサ・ティドヴィル（Merthyr　Tydfi1）の商人を含む6人とパー

トナーシップを結成した。ハソフレイの活動はこの後も続くが、彼が製鉄所を建設するための資金を

調達するためにもちいた方法はロンドソやブリストルの商人とパートナーシップを結ぶことであっ

た。

　以上述べてきたように、製鉄業におけるような巨大な資本を一挙に創出するためには当時としては

どうしてもパートナーシップに頼らざるをえず、このパートナーシップの中心を形成したのはロンド

ソやブリストルの商人たちであった。18世紀においては富は主として地主や商人の手に蓄積され、そ

の富が作業場賃貸借制や信用機構あるいはパートナーシップを通じて産業部面へ流れていったのであ

った。以下では南ウェールズ製鉄業発展の基礎を形づくったロンドソ商人アンソニー・ベーコンに焦

点をあわせ、南ウェールズ製鉄業の興隆過程をあとづけながらそのような商人の富がいかに蓄積され

たかについて考察していくこととしよう。

皿　南ウェールズ製鉄業の興隆過程

　16世紀の後半、武器製造のためにサセックスの製鉄業者が移住して初期の発展がみられた南ウェー

ルズ製鉄業は、その後西部ミッドランドやディーン森林地帯の製鉄業の発展に比較すれぽ、さしたる

重要性ももたかなかったが、18世紀後半のイングラソド資本の大量流入により、イギリス最大級の製

鉄地帯へと急成長していった29）。もっとも、18世紀前半においてさえも上層のヨーマンや地主を主体

とした工業活動は継続しておこなわれていた。たとえぽマソセル家（the　Mansels）やロイド家の製

鉄所経営などが有名な例であるが、いずれも地域内に市場としての鉄加工業をもたなかったことや、

当時の最大の市場であるブリストルやバーミソガムからやや離れていたこと、さらには経営能力の欠

如等からさしたる成功もみせず、南ウェールズの工業化を始動させるまでには至らなかった30）。

　近代南ウェールズ製鉄業興隆のきっかけは、1765年ロソドン商人アンソニー・ベーコソがウィリァ

ム・ブラウソリグ（William　Brownrig9）とのパートナーシップでマーサ・ティドヴィルにカヴァー

ドヴァ溶鉱炉を建設したことに始まる。「南ウェールズにおける『産業革命』の本質的な特徴を示す

ものは資本の移動である」31）とまでジョソ（A．H。　John）にいわしめた程のイングランドの資本、とり

わけロソドンやブリストルの商業資本の大量流入がこれに続くこととなる。ところで中川敬一郎氏は

「工業化のあるクリティカルな時期においては、『合理主義』（Rationalismus）『計算』（Kalukula－

tion）『市民的精神』（Blirgergeist）『慎重』（wagen）といった一連の企業者性能はしばしぽ無能であ

り、逆に『非合理主義』（lrrationalismus）『投機』（Spekulation）『泥棒精神』（Raubergeist）『冒険』

（wagen）といった対極的な企業者性能の発動を不可避にすることが多いのである」32）と述べ、その例

としてベーコソと南ウェールズ製鉄業の関係をあげている。以下主としてネイミア（L．B．　Namier）

のべーコソに関する研究33）にもとづき、近代南ウェールズ製鉄業の興隆過程をあとづけていくことと

する。
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　ベーコンの初期の活動については詳しいことはわかっていない。おそらく1717年あるいは1718年に

北部マソ島に近いホワイトヘヴソに生まれたべーコソは、その後タバコ貿易を通じてメリーラソド植

民地へわたり、そこで倉庫管理人となったのちに母国へ戻り、1745年頃にロンドソ商人として自立し

たようである。彼がその後巨富を得るようになったのは、海軍御用商人として政府との契約にあずか

り、その結果三角貿易と深く関係したことによるものであった。彼の最初の政府との契約は1758年に

結ぽれ、セネガルの駐屯地の400人の軍隊に食料を供給することであったが、その後下院議員となっ

た彼e＃　1764年に西インド政府に黒人奴隷を供給する奴隷貿易に従事し、悪名高い三角貿易との関係を

もつようになった。1767年にはロンドン商人Lewis　Chauvetと政府への奴隷供給に関してパートナ

ーシップ契約を結び、1768－76年の間に総額67，000ポンドが政府からこの2人に支払われた。このよ

うな奴隷貿易によって得た巨富を、彼は土地や国債等の安全な投資先へはむけず、未開の地南ウェー

ルズの製鉄業へ投資した。彼の行動はまさに冒険的なものであったが、その背後には政府への武器供

給というさきを見越した海軍御用商人としての自信と計算が存在していたことも確かであろう。ベー

コソの企業はまさに政府への武器供給を通じて飛躍的に発展することとなるのである。

　1765年8月29日、ベーコンと彼のパートナーのブラウソリグはマーサ・ティドヴィルに約4，000エ

ーカーの土地の鉱区権のリースを期間99年間、年間賃借料100ポンドの条件でHensolのタルボット

卿（Lord　Talbot）とカーディフのミヒャエル・リチャーズ（Michael　Richards）から獲得し、その

後当該地域の近隣に2基の溶鉱炉を建設して製鉄所経営を始めた34）。7年戦争後の不況は企業の即座

の成長を妨げたが、その後の大砲製造により急成長をとげる。市場としての鉄加工業を欠いていた南

ウェールズにおいて、この製鉄所に繁栄をもたらしたものはアメリカ独立戦争にともなう政府への大

砲供給であった。ベーコソの政府への大砲供給の契約は1773年に始まるが、当初は中ぐり法（1774年

の特許）で知られるウィルキソソン35）の工場で生産された大砲を供給し、その高品質さが評判となっ

た。1775年4月21日に兵器局（Board　of　Ordnance）より発注された中く・り法による大砲の受注者は

表1のような人々であり、ベーコンを筆頭としてクェーカー教徒で小生産者的発展の典型とみなされ

表1　1775年における大砲受注者

Mr．　Bacon

53

19

78

17

28

195

　Messrs．
Harrison＆Co．

75

19

48

17

28

187

　　Messrs，
S．Walker＆Co．

30

24

0

24

31

109

　Messrs．
Jones　＆　Co．

15

12

0

12

15

54

　LB．　Namier，　Anthony　Bacon，　M．　P．，　an　Eighteenth－Century　Merchant，ノb％7πσ10f　Economic　and

Business」History，　Vol．　II，　No．1，1929，　p．52．
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ているウォーカー家の製鉄所も含まれている36）。中ぐり法による大砲がこのような人々に対して発注

されたということは、おそらく1775年にはすでにウィルキソソソの特許は国益に反するとして取り消

されていたのであろう。ベーコソはこの機に乗じて事業を拡張し、表1にみられるように政府への最

大の大砲供給者となったぽかりか、東イソド会社やサルジニア国ヨ三（King　of　Sardinia）にまで武器

を供給したのであった。ベーコソの所有する工場群はカヴァードヴァに溶鉱炉、鍛鉄所、鋳造工場、

大砲中ぐり工場、ハーウェソに溶鉱炉、プリマスに溶鉱炉というように各方面にわたって巨大な規模

に達した37）。こうして南ウェールズ製鉄業の基礎を築いたベーコンは1783年に事業から手を引き、彼

の工場群はハンフレイやクローシェイ、リチャード・ヒル（Richard　Hill）らセこ賃貸に出された3s）。

カヴァードヴァのクローシェイ家、プリマスのヒル家、Penydarrenのハソフレイ家、そしてダウレ

スのゲスト家（the　Guests）等がその後の南ウェールズ製鉄業の中心となり、産業革命期にこの地を

イギリスの主要な製鉄地帯へと押し上げていくこととなるのであった。

　以上、アソソニー・ベーコソの活動を通じて南ウェールズ製鉄業の興隆過程を概観してきた。南ウ

ェールズ製鉄業の基礎はこうしてロソドンの商業資本、三角貿易と密接に関係した商業資本によって

創出された。さらにその資本蓄積を促進させた背後には、下院に議席をもち、あたかも「政商」のご

とく活動したべーコソの姿があった39）。市場としての鉄加工業を欠いていた南ウェールズにあって

は、このような活動を通じての政府への武器供給が発展のための必須条件であったのであろう。南ウ

ェールズ製鉄業はまさに「投機」と「泥棒精神」と「冒険」とによって生み出されたものにほかなら

なかったが、その背後にはこのようなしたたかな「計算」が存在したこともみのがしてはなるまい。

N　三角貿易と製鉄業の蓄積構造

　前述したアソソニー・ベーコソのような三角貿易にたずさわった資本、ないしは三角貿易の利潤が

イギリス産業革命に果たした役割を強調したのはエリック・ウィリアムズ（Eric　Williams）であっ

た。彼はべーコソの例のみならず、ボールトソやワット、その他の例をあげつつ「重工業は、産業革

命の進行と三角貿易の発展の過程において重要な役割を演じた。冶金工業をまかなった資本の一部

は、三角貿易から薩接調達された」40）と述べている。しかしこの見解は欧米の経済史家の間では長い

間無視され、取りあげられた場合でもベーコソのような例は例外にすぎないという意見が支配的であ

る41）。たしかにベーコソのように三角貿易に密接に関係した資本が、直接産業投資へむかった例は少

なかったであろうが、この三角貿易は間接的に当時の製鉄業の資本蓄積に強力な影響を与えていた。

従来、綿工業と比べて製鉄業と三角貿易の関連性についての言及は少ないが、18世紀に繁栄をきわめ

たバーミソガム地方の鉄加工業の発展、ひいては鉄加工業に素材としての棒鉄を供給する製鉄業の発

展は、この三角貿易と三角貿易によって維持・強化される旧植民地体制のもとでの植民地市場の展開

に規定されたものだったのである。

　近年、池本幸三氏の業績により、18世紀イギリス奴隷貿易の実態が次第に明らかにされつつある

が、その中で興味深い事実は当時奴隷狩猟場と化した西アフリカ、ギニア地方における会計上の単位
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通貨がバー（bar）で表示されていたということである42）。もともとバーとは棒状鉄地金、すなわち

棒鉄をあらわす言葉であったが、しだいにギニア地方で交換媒介の単位として用いられるようになっ

たものである。このことは黒人奴隷とのバーター取り引ぎにもちいられた商品の主体が、従来から棒

鉄であったことを示すなによりの証拠である。1682年に王立アフリカ会社は年間約1万本の棒鉄を輸

出したし、1679年に出港したスワロー号の積載貨物総額のほぼ％、1690年に出港したメアリー号の

積載貨物総額のほぼY4、1733年に出港したある奴隷取り引き船舶の船荷のほぼ％が棒鉄であった43）。

もっとも18世紀初頭にはイギリスは国内で消費される鉄の半分近くを海外からの輸入に頼っており、

この事実をもってただちにイギリス製鉄業が奴隷貿易と密接な関連をもっていたとはいえないであろ

う。しかし17世紀末には王立アフリカ会社の奴隷貿易の独占が崩れ、奴隷貿易の中心がロソドソから

イギリス西部地方の首都とまでいわれた商業ならびに金融業の中心地ブリストル44）へ移ったこと（後

年にはさらにリヴァプールへ移動）、そしてブリストルがその後背地に西部ミッドランド、ディーン

森林地帯、南ウェールズといったイギリスの主要な製鉄地帯を擁していたという事実を想起するなら

ば、いちがいにイギリス製鉄業が奴隷貿易と関連をもたなかったとはいいきれないのではないだろう

か。おそらくイギリスの製鉄業者がブリストルを通じ、西アフリカに有利な市場をみいだしたことは

確かであろう。また当時ブリストルではたとえ小売商店でも商業を営むものはみな、西イソド植民地

やスペイソ貿易に参加するといわれていたが45）、このブリストルの商業資本がパートナーシップやそ

の他の金融形態を通じて西部ミッドランドや南ウェールズの製鉄業に流入したことは前述したとおり

である。奴隷貿易はこのようにイギリス製鉄業に対して棒鉄市場を提供し、資金の源泉となってその

発展を支えたのであった。

　18世紀の奴隷貿易における交換商品の主体を形成したのは、上記の棒鉄のほか綿布と銃であった。

そしてこの銃の形でもイギリスの鉄は西アフリカにかなりの市場をみいだした。当時のイギリスにお

ける銃製造中心地はバーミソガムであり、1765年にバーミンガムを訪れたシェルバーン卿夫妻（Lord

and　Lady　Shelburne）は、過去20ないし25年間、毎年15万挺以上の銃がバーミソガムからアフリカ

へ送られていたと観察している46）。ここで奴隷貿易に深く関与したバーミンガムの銃製造業者ガルト

ソ家について若干の考察を加え、製鉄業・鉄加工業と三角貿易の関係をもう少し詳しく述べておくこ

ととしよう47）。

　ガルトソ家の銃製造業への関与は、1746年初代サミュエル・ガルトソ（Samuel　Galton）がバーミ

ソガムの鉄商ないしは鋼製品製造業者ジェームズ・ファーマー（James　Farmer）の銃製造業の経営

に％の持ち分、2，500ポソドを出資してパートナーシップを結んだ時に始まる。1743年にはガルトソ

の資産は1，144ポソドしかなかったが、1746年のファーマーの妹メリー（Mary　Galton）との結婚の

時に持参金1，600ポソドを受け取り、この資金を調達することができたのであった。その後1757年に

今度はガルトソが主体となってパートナーシップを結成したが、この企業への出資金額は1766年には

ガルトソ22，281ポソド、ファーマー13，862ポソドとなり、20年間にかなりの急成長をとげた。1773年

にファーマーが死去してからはこの企業はガルトソの個人所有となったが、1775年に彼は出資金のう
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ちの10，000ポソドを21歳の息子サミェエル・ジョソ・ガルトソ（Samuel　John　Galton）の名儀にし

て彼を企業のマネージャーとし、翌年にはパートナーに昇格させて正式の共同経営者として迎えいれ

ている。こうして親子二代にわたる銃製造業と三角貿易への関与により、ガルトソ家の財産は急速に

膨張することとなるのである。

　当時の銃製造業は必要とされる熟練技術の多様性と銃が完成されるまでに経なければならない工程

数の多さの点で有名な仕事となっており、1挺の銃の完成までには銃身製造工（barrel　maker）、中

く・り工（borer）、やすり工（filer）、銃床工（ruff　stocker）、銃機鍛冶工（10ck　forger）、銃機やす

り工（lock　filer）、彫刻工（engraver）、研磨工（polisher）、仕上工（finisher）等の手を経る14の

工程があったといわれている48）。これらの工程の一部は中心作業場でおこなわれ、付属品やその他の

工程は外業部で製作・加工されたのち、それらの部品が中心作業場に集められて組み立てられた。大

規模な銃製造業者兼商人がこのような中心作業場で銃の主要部分の製造と組み立てをおこない、その

他の部分を小製造業者に前貸しにだす生産の組織者としてたちあらわれていた。ガルトソ家もそのよ

うな大製造業老兼商人の1人で、みずからの作業場では主として銃身と銃機の製造ならびに銃の組み

立てをおこない、完成品を保管する倉庫をSteelhouse　Laneにもっていた。

　さて、このガルトソ家もさきのベーコンの例にもれず海軍御用商人であり、政府や東インド会社に

武器を供給した。ある戦時期にはフランス式マスケット銃256ケース、5，120挺を1挺25シリソグで、

また1776年には200挺のライフル銃を1挺3ギニー（63シリソグ）で兵器局へ納入した。こうした政

府との契約はかなりの規模にのぼり、ある時には16，000挺もの銃供給の契約を結んだことなどから、

ガルトソの企業は一分で1挺の銃をつくることができるとまでいわれ、彼のマニュファクチュアの生

産力の高さを垣間みせている。さらにガルトソは政府へ銃を供給するかたわら、奴隷貿易にもみずか

ら参画していた。1768年には主として奴隷と交換するためにアフリカ西海岸へ400挺の先込め銃を送

った。1774年にブリストルを出港したアフリカ号による奴隷貿易には総計711ポソド12シリソグを出

資してみずからパートナーとなって参画し、アフリカでの奴隷との交換商品として銃を供給した49）。

ところでサミュエル・ジョソはクェーカー教徒の集まりであるSociety　of　Friendsの会員であると

同時に、ボールトソが主宰する科学者のサークル、Lunar　Societyのメソパーでもあり、さらに英

国学士院会員（Fellow　of　the　Royal　Society）でもあった。クェーカー教徒がその信仰心から武器

製造を拒否したことは有名な話であるが、ガルトンの上記のような活動は当然Society　of　Friends

の目にとまり、批判の矢面に立たされた彼は1796年に会から除名されてしまった。しかしガルトソ家

の資産のほうは彼の名誉とは反対に父親のサミュエル・ガルトソから息子のサミュエル・ジョソに至

る90年間に、実に1，144ポンドから30万ポンドへと飛躍的に増大した。スミス（B．M．　D．　Smith）は

いみじくも次のように述べている。すなわち、「Lunar　Societyのメンバーとしてはサミュエル・ジ

ョソ・ガルトンの科学への貢献はそれ程のものではなかったが、発明よりも利潤獲得や資本蓄積の点

から判断するならぽ、彼はそのグループの中で最も成功した経営老であった。というのはグループの

他の2人の企業家であるKeirもボールトンも、この点に関しては彼の足もとにも及ぽなかったから
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である」50）と。

　1804年、ガルトソは銃製造業から手を引き、銀行業への転身をはかる。彼が奴隷貿易等によって得

た利益は、ボールトソの事業やその他の企業への貸し付けに使われたり運河に投資されたりし、イギ

リス産業革命期の資本形成に貢献することとなる。三角貿易はこうして産業革命へ向けての資本の源

泉となり、また奴隷との交換商品として棒鉄や銃がもちいられたことから製鉄業ならびに鉄加工業の

発展を促し、間接的にこの時期の製鉄業の資本蓄積に貢献した。ところでこの時期のイギリスの鉄製

品が最大の市場をみいだしたのは、ほかならぬこの三角貿易によって維持・発展させられる西イソド

と北アメリカ植民地であった。西インド植民地における砂糖生産の発展は必然的にその労働力供給の

ための三角貿易の拡張を要請すると同時に植民地市場のさらなる展開をもたらし、ここに西イソド植

民地は砂糖供給地としての重要性に加えて母国産業の独占市場としての重要性をももつこととなる。

また従来より母国産品に対する交換商品をもたず、好ましからざる植民地と考えられていた北アメリ

カ植民地（とりわけ北部）も、西イソドにおける砂糖キビのモノカルチャー化の進行にともない、こ

こへ食料や木材を輸出することで購売力を得、母国産業の重要な市場を形成していた51）。

　18世紀のイギリス製造品の輸出状況を示すと表2のようになる。金属製品（ほとんどが鉄製品）は

かなりの差はあるものの毛織物についで第2位の輸出商品となっており、輸出総額中に占める割合も

1699－1701年の3．2％から1772－4年の12．7％へと急増している。さらにこの金属製品の輸出構造を示す

と表3のようになる。1772－4年には総金属製品輸出の70％以上がアメリカ（表中のアメリカとは北ア

メリカ、西インド、スペイン領アメリカ、西アフリカを含む）向けであり、その他の年でも常時60％

前後がアメリカに送られるといったように、植民地市場の圧倒的重要性がみてとれるであろう。西イ

ソドならびに北アメリカ植民地の人口は1700年の30万人から1776年の300万人へと10倍に増加し、そ

の購買力も5倍に増加したが、この市場は1700年においてはイギリスの釘輸出のうも、総鉄製品輸出

のY2を吸収していたのであった52）。18世紀後半にはイソグラソドの人口の約｝もoにあたる15万人も

の人々が直接・間接に金属製品、とりわけ釘の輸出に関係していたといわれている53）。また1737年頃

にはバーミソガムの周囲10マイル以内の地域で消費された棒鉄の量は少なくとも9，000トソ以上であ

　　　　　　　　表2　イギリス製造品の輸出状況（単位1，000ポンド、括弧内は構成比）

・69餅・7・・1・722－4　　・752－4i・772－4i

毛　　織　　物

氈@　麻　　布

ｦ　　織　　物

ﾈ　織　物　等

焉@属　製　品

X　　　　　子

G　　　　　品

3，045（84．9）

@　　一　（一）

@　　80　（2，2）

@　　20（0．6）

@　114　（3．2）

@　　45（1．3）

@　279（7．8）

2，986（78．9）

@　　25（0。6）

@　　78（2．1）

@　　18（0．5）

@　181（4．8）

@　125（3．3）

@　371（9．8）

3，930（61．9）

@　211　（3．3）

@　160（2．5）

@　　83　（1．3）

@　587（9．3）

@　248　（3．9）

P，131（17．8）

4，186（49．3）

@　740（8．7）

@　189（2．3）

@　221（2．6）

P．076＊（12．7）

@　232＊（2．7）

P，843（21．7）

計　　・，583（…．・）・，784（…．・）i 6，350　（100．0）　　　　　8，487　（100．0）

　R．Davis，　English　Foreign　Trade，1700－1774，　Economic」Uistory　Review，2nd　Series，　VoL

XV，　No，2，1962，　pp．302－303より作成。＊印は原著の集計上の誤りを訂正した数字。
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表3　イギリス金属製品の輸出構造（単位1，000ポンド、括弧内は構成比）

1699－1701 1722L4 1752－4 1772－4

北西ヨーロツパ 9　（7．9） 18　（9．9） 53　（9．0） 100（9．3）

北ヨーロツパ 3　（2．6） 5　（2．8） 15（2．6） ］5（1．4）

南ヨーロツパ 7　（6．2） 35　（19．3） 76　（12．9） 6（0．6）

イギリス諸島 12（10．5） 7　（3．9） 28（4．8） 52（4．8）

ア　　メ　　リ　カ 73　（64．0） 107　（59．1） 331（56．4） 755（70．2）

東　イ　ン　ド 10　（8．8） 9（5．0） 84　（14．3） 148　（13．7）

十
号
’
口 114　（100．0） 181（1000）

587（…．・）巨，・76・（…．・）

R．Davis，　op．　cit．，　pp．302－303より作成。＊印は原著の集計上の誤りを訂正した数字。

り、それを加工する約45，000人の鉄加工業者（ほとんどが釘工）がいたと推測されているが54）、この

うち約％ほどがアメリカ市場のために働いていたといっても過言ではないであろう55）。このように

バーミソガム地方の鉄加工業は植民地市場と密接不可分の関係にあり、植民地市場の維持いかんは鉄

加工業、ひいてはそこへの素材供給部門としての製鉄業にとってはまさに死活問題であった。それゆ

え、18世紀前半のイギリスを二分させた植民地鉄輸入問題、すなわち鉄条令（Iron　Act）において

も、ただ1つ植民地鉄加工業の抑圧による植民地市場の確保が一致して求められたのであった。こう

して18世紀のイギリス製鉄業ならびに鉄加工業の発展は、植民地市場ならびにその維持・発展のため

の三角貿易を必要不可欠のものとしていたのであり、ここにイギリス重商主義下の旧植民地体制にi見

定された本源的蓄積期の製鉄業の蓄積構造が浮き彫りにされるのである。

V　結 語

　クェーカー教徒の集まりであるSociety　of　Friendsから奴隷貿易への関与を非難されたガルトソ

は、西イソド産品を消費している者はみな少なからず間接的に奴隷貿易を助長しているのであり、そ

のような人々から非難を受ける筋合いはないとみずからを弁護した56）。そして同じく奴隷貿易を非難

し、武器製造を拒否したクェーカー教徒が数多く活躍した製鉄業ならびに鉄加工業の発展も、究極的

には植民地とその維持・発展のための三角貿易に直接・間接に深く依存していたのであった。当時の

イギリスの鉄製品が最大の市場をみいだしたのはこの植民地市場であり、さらに棒鉄や銃は奴隷貿易

における交換商品の主体を形成していた。こうした三角貿易や植民地貿易等、商業で獲得された富が

ロソドソやブリストルに集積し、パートナーシップや信用機構等を通じて西部ミッドランドや南ウェ

ールズ等の製鉄業へ流入していったのであった57）。もとよりこのような富の多くが土地やコンソル国

債等の購入にむけられたことも事実であるが、産業革命が社会経済の重要な領域をとらえて近代資本

主義を確定的なものにし、商品生産をもっとも巨大な利益をもたらす資本家の一大事業に転換する

にいたると、商人は土地貴族になるよりも近代的な工場制工業の経営者を確実に指向するようにな

る58）。本源的蓄積の歴史的成果は、こうして巨大なうねりをなして産業革命の奔流の中へと突入して

いくのである。
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